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報告事項が２件ございます。 

 

第１件目として、１０月２５日及び１１月２５日に開催された東京都市長会

関係の主な審議内容をご報告申し上げます。 

 

はじめに、１０月２５日に開催された平成２８年度第５回東京都市長会につ

いてです。 

 

まず、東京都等からの連絡事項が５件あり、主な連絡事項３件について報告

いたします。 

１件目は、福祉保健局から、「待機児童解消に向けた緊急対策」について説明

がありました。 

待機児童解消に向けた緊急対策として、「保育所等の整備促進」、「人材の確

保・定着の支援」、「利用者支援の充実」を柱とする１１の対策を取りまとめた

とのことでした。今回の緊急対策で年度内に１万７千人分の保育サービスを整

備し、その後のステップとして実行プランの策定、「東京都子供・子育て支援総

合計画」の改定を進めていくとのことでした。 

２件目は、総務局から、「平成２８年度東京都人事委員会勧告等の概要」につ

いて説明がありました。 

主な勧告内容は、例月給は改定見送り、特別給は３年連続の引上げとなりま

した。 

３件目は、総務局から、「都市町村協議会の公開範囲等の見直し」について説

明がありました。 

都政改革の一環として、審議会等の情報公開の検討が行われており、都市町

村協議会について、原則として公開、一定の非公開事由に該当する事案につい

ては非公開とすること、議事録は原則全文を公開すること等の検討をしている

とのことでした。 

続いて議案審議事項４件について報告いたします。 
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議案第１号の「平成２９年度東京都予算編成にかかる最重点要望事項（案）」

については、都市町村協議会において、東京都に対し要望書を提出することが

承認されました。 

なお、最重点要望事項は、「平成２９年度予算編成について」、「防災事業の充

実と財政措置の確立について」、「オリンピック・パラリンピック競技大会開催

に向けた支援について」となっています。 

議案第２号「平成２８年度東京都市長会一般会計歳入歳出補正予算（案）」、

議案第３号「各種審議会委員等の推せん」及び議案第４号「各種団体からの後

援依頼」については、原案のとおり承認されました。 

次に報告事項ですが、総務局からの「都市町村協議会の公開範囲等の見直し」

に対する市長会役員会における協議結果が報告され、公開範囲等の見直しにつ

いては、基本的に了承することとし、要綱上メンバーになっていない市長も出

席可能とすることが確認されました。 

また、「会長専決処分」、「エコプロ２０１６への出展」及び「宮城県・福島県

被災地視察報告」について報告され、了承されました。 

 

続きまして、１１月２５日に開催された平成２８年度第６回東京都市長会に

ついてです。 

まず、東京都等からの連絡事項２件について報告いたします。 

１件目は、青少年・治安対策本部から、「防災ポータルサイト『大東京防犯ネ

ットワーク』の活用」について説明がありました。 

平成１７年度に開設した防犯ポータルサイト「大東京防犯ネットワーク」を、

１０月にリニューアルしたとのことでした。地理情報システムを導入して防犯

情報をわかりやすく発信するなどの改善を行ったことから、同サイトを通じて、

都民や防犯団体、区市町村等との防犯情報の共有と取組促進をしていきたいと

のことでした。 

２件目は、東京都後期高齢者医療広域連合から、平成２７年度決算及び平成 

２９年度予算見込み案並びに平成２９年度区市町村負担金の概要等について説
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明がありました。 

平成２７年度決算については、一般会計の歳入決算額は、４７億９，６１０

万２千円で、前年度比０．８％の増、歳出決算額は４７億３，５３０万４千円

で、前年度比０．７％増となりました。特別会計では歳入決算額が１兆２，６

９４億５，８４４万１千円で、前年度比４．２％の増、歳出決算額は１兆２，

３６６億２，７５４万７千円で、前年度比５．６％増となりました。 

現段階での平成２９年度予算の見込み案では、一般会計予算は４５億９，２

００万円で、今年度比約３．５％増、特別会計予算は１兆３，１１２億７，９

００万円で、今年度比約５．５％増と見込んでいるとのことです。 

また、平成２９年度区市町村負担金見込み案の状況ですが、事務費負担金見

込み案は事務費負担金４２億３，１５３万７千円、今年度比３．９％増で、多

摩市は４，７５０万８，０２０円、今年度比１７６万３，４０１円増となって

います。 

事務費以外の負担金見込み案は２，４７５億５，９３９万９千円、今年度比

４．５％増で、多摩市は２７億３，０５７万１千円、前年度比１億６，５６９

万８千円増となっています。 

続いて議案審議事項６件について報告いたします。 

議案第１号の「平成２９年度東京都市長会分担金」については、各市の分担

金について承認されました。多摩市の分担金は 244 万 7 千円で、 

今年度比１万３千円増となっています。 

議案第２号の「都市町村協議会の公開範囲等の見直しの取り扱い」について

は、要綱上メンバーになっていない市長が出席する際に根拠となる規定の整備

について審議され、現行の規定においても対応可能であることから、要綱の改

正は求めないことが確認されました。 

議案第３号の「平成２９年度都市税財源の充実確保」については、全国市長

会からの税制改正の動きに対する要請活動の依頼への対応について審議しまし

た。 

その結果、全国市長会から要請のあった「固定資産税の安定的確保」、「ゴル
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フ場利用税の現行制度の堅持」、「車体課税に係る市町村税収の維持・確保」及

び「地方一般財源総額及び地方交付税総額の確保」の４項目に、「地方課税のあ

り方」及び「地方消費税の清算基準」の２項目を加えた６項目について、東京

都市区長会として関係各所に要請していくことが決定されました。 

議案第４号「東京都多摩地域住宅政策連絡協議会の東京都市長会付属協議会

への加入」、議案第５号「各種審議会委員等の推せん」及び議案第６号「各種団

体からの後援依頼」については、原案のとおり承認されました。 

次に報告事項ですが、「会長専決処分」及び「各種団体からの要請」について

報告され、了承されました。 

以上が、市長会関係の報告です。 

 

第２件目として、「元職員に対する損害賠償等請求訴訟の判決」について、ご

報告を申し上げます。 

本件訴訟は、本市職員の偽造診断書を用いた病気休暇及び病気休業の取得に

係る給与の不正取得について、平成２７年１１月に市が損害賠償等請求訴訟を

提起したものです。 

提起から約１年間の審理を経て、平成２８年１０月１２日に第一審の判決が

言い渡されました。 

判決の内容は、市の請求を全面的に認容し、相手方に対して市の請求額全額

の支払を命じるもので、この事件の控訴期間が経過したことから、この判決が

確定いたしました。 

裁判で確定した市の請求については、相手方と支払方法等を交渉し、平成２

８年１１月２１日に相手方から全額が一括して支払われましたので、ご報告い

たします。 

 

以上、２件をご報告申し上げ、市長行政報告と致します。 

 

（平成２８年第４回多摩市議会定例会） 


